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道内景気は、低調ながら持ち直しの動きもみられる。

需要面をみると、個人消費は、秋物商品の販売が低調に推移している。公共投資は、国や

地方公共団体の予算の制約により基調としては減少している。住宅投資は持家を中心に増加

している。輸出はアジアや西欧向けが増加している。

生産活動は、代替生産や需要回復により持ち直している。雇用情勢は、有効求人倍率、新

規求人数ともに改善している。企業倒産は、件数、負債総額ともに減少している。
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①個人消費～弱い動き

８月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲１．９％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲４．３％）は、衣料品、飲

食料品などすべての品目が前年を下回った。

スーパー（同▲１．２％）は、衣料品が前年を

上回ったが、主力の飲食料品や身の回り品、

その他の品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比＋５．４％）

は９ヶ月連続で前年を上回った。

②住宅投資～５ヶ月連続の増加

８月の新設住宅着工戸数は、３，０９２戸（前

年比＋５．１％）と５ヶ月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、分譲（同▲１６．１％）は

前年を下回ったが、持家（同＋３．６％）、貸家

（同＋１１．８％）はそれぞれ前年を上回った。

４～８月累計では、１５，０７８戸（前年同期比

＋１０．０％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、持家（同＋１４．５％）、貸家

（同＋６．０％）、分譲（同＋１８．５％）いずれも

前年を上回っている。

道内経済の動き
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有効求人倍率 新規求人数（右目盛） 
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③鉱工業生産～生産は２ヶ月連続の上昇

８月の鉱工業生産指数は、前月比は

▲０．９％と３ヶ月ぶりに低下、前年比は

＋３．０％と２ヶ月連続して上昇した。

業種別では、前年に比べ電気機械工業や印

刷業などが低下したが、金属製品工業や一般

機械工業、食料品工業などが上昇した。

④公共投資～３ヶ月ぶりの増加

８月の公共工事請負金額は、７４６億円（前

年比＋１．１％）と３ヶ月ぶりで前年を上回っ

た。

発注者別では、道（前年比▲４．７％）は前

年を下回ったが、国（同＋４．３％）、市町村

（同＋７．４％）は前年を上回った。

４～８月累計では、請負金額４，２９６億円

（前年同期比▲６．０％）と前年を下回ってい

る。

⑤雇用情勢～持ち直している

８月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．４５倍となり、前月比では０．０３ポイント、

前年比では０．０４ポイントそれぞれ上昇した。

前年比は１９ヶ月連続の上昇となった。新規求

人数は、前年比１３．０％の増加となり１９ヶ月連

続して前年を上回った。業種別では、医療・

福祉（前年比＋２３．６％）やサービス業（同

＋１３．４％）、卸売業・小売業（同＋７．８％）な

どが増加した。

道内経済の動き
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航空機 ＪＲ フェリー 前年対比（右目盛） 
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⑥来道客数～１３ヶ月連続で前年を下回る

８月の来道客数は、１，２９０千人（前年比

▲２．０％）と１３ヶ月連続で前年を下回った。

東日本大震災により、道外や海外からの観光

客が大幅に減少したが、マイナス幅は縮小傾

向にある。

４～８月累計では、４，５０９千人（前年同期

比▲１２．３％）と前年を下回っている。

⑦貿易動向～輸出は３ヶ月ぶりに増加

８月の道内貿易額は、輸出が前年比４３．１％

増の３１７億円、輸入が同７１．４％増の１，３３１億円

となった。

輸出は、船舶や化学製品、魚介類及び同調

製品などが増加して３ヶ月ぶりに前年を上回

った。

輸入は、原油・粗油や石油製品、輸送用機

器などが増加して２０ヶ月連続で前年を上回っ

た。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

９月の企業倒産は、件数は２８件（前年比

▲２６．３％）、負債総額は４２億円（同▲２８．４％）

となった。件数は２ヶ月ぶり、負債総額は４

ヶ月ぶりにそれぞれ前年を下回った。

業種別では、建設業８件、サービス・他８

件、卸売業５件などとなった。

平成２３年度上半期（４～９月）では、件数

２２７件（前年同期比＋１．３％）、負債総額６４４億

円（同＋２．６％）といずれも前年を上回っ

た。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
売上DI 利益DI全産業 
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１．平成２３年７～９月期実績

前期に比べ、売上DI（△１１）は５ポ

イント、利益DI（△１８）は１１ポイント

それぞれ上昇した。売上DIは３期連

続、利益DIは６期ぶりの改善となっ

た。

２．平成２３年１０～１２月期見通し

売上DI（△１２）は１ポイントの低

下、利益DI（△１７）は１ポイントの上

昇となり、業況は横ばい圏内で推移する

見込みである。

定例調査

売上DI・利益DI、ともに上昇
第４２回 道内企業の経営動向調査

H２３．３
東日本大震災

公共投資の減少 原油価格
の高騰

世界金融
危機

H１３．９
アメリカ同時
多発テロ

H１７．７
知床世界自然
遺産登録 景気対策
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第４２回定例調査
（２３年７～９月期実績、１０～１２月期見通し）
判断時点
平成２３年９月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４８６ １００．０％
札幌市 ２１２ ４３．６ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 ９７ ２０．０
道 南 ３７ ７．６ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６６ １３．６ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７４ １５．２ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６８１ ４８６ ７１．４％
製 造 業 １７３ １２５ ７２．３
食 料 品 ５５ ４０ ７２．７
木 材 ・ 木 製 品 ２８ ２３ ８２．１
鉄鋼・金属製品・機械 ４６ ３２ ６９．６
そ の 他 の 製 造 業 ４４ ３０ ６８．２
非 製 造 業 ５０８ ３６１ ７１．１
建 設 業 １４２ １０３ ７２．５
卸 売 業 ８９ ６４ ７１．９
小 売 業 １０３ ６５ ６３．１
運 輸 業 ５２ ４０ ７６．９
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２８ １７ ６０．７
その他の非製造業 ９４ ７２ ７６．６

〈図表２〉業種別の要点

要 点（７～９月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２３年
４～６ ７～９１０～１２

見通し

２３年
４～６ ７～９１０～１２

見通し

全産業 製造業・非製造業ともに業況は改善 △１６ △１１ △１２ △２９ △１８ △１７

製造業 原材料価格が落ち着き、利益は各業種
とも持ち直し △１５ △６ △４ △２７ △１２ △１０

食料品 観光客数が持ち直し、土産品メーカー
が堅調 △６ １３ ２３ △２０ △５ １３

木材・木製品 仕入れ価格上昇が一服し利益は改善 ５ △９ △２６ △５ １３ △１３

鉄鋼・金属製品・機械 売上・利益とも上昇。一部に復興需要
も △１７ △６ ０ △３６ △１９ △１３

非製造業 建設業を除き、各業種で持ち直し △１７ △１２ △１４ △３０ △２０ △１９

建設業 住宅建築は回復するも、公共工事の減
少響く △８ △１４ △１７ △２５ △２６ △２５

卸売業 リフォーム関連は比較的堅調、食材卸
は低迷 △４１ △２４ △１６ △４１ △２５ △２１

小売業 石油製品販売店が堅調。新車販売は不
振 １１ １５ ５ △１１ △６ △６

運輸業 一部に復興特需、観光バスは不振 △２１ △１５ △１８ △５０ △１５ △１８

ホテル・旅館業 国内観光客がやや増加し、持ち直し △８０ △２９ △３５ △７９ △２４ △３８

調 査 要 項

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�売上不振（５２％） △５ 多くの業種で低下するも、ホテル・旅館業（７１％）など６業種で第１
位。

�過当競争（４９％） ＋４ 建設業（７６％）、小売業（６３％）で高率。

�原材料価格上昇（３９％） △９ ４期ぶりに低下するも、食料品製造業（８３％）では８割を超える。

�販売価格低下（３１％） ±０ ホテル・旅館業（６５％）で６割台半ば。

�諸経費の増加（２４％） △１ 運輸業（３９％）、食料品製造業（３８％）で比較的ウエイト大。

�価格引き下げ要請（１９％） ＋１ 卸売業（３０％）で６ポイント上昇。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�売上不振
①
５２
（５７）

②
５３
（５６）

②
４５
（５１）

①
５０
（４１）

②
４２
（５０）

①
７７
（８４）

②
５２
（５８）

②
５８
（６５）

①
５４
（６１）

②
４７
（４８）

①
５１
（４７）

①
７１
（９５）

①
４３
（４５）

�過当競争
②
４９
（４５）

２９
（２４）

１８
（２０）

③
３２
（２７）

２３
（２５）

③
４７
（２４）

①
５６
（５３）

①
７６
（７６）

②
４８
（３７）

①
６３
（５８）

２６
（２４）

③
５９
（５２）

①
４３
（３８）

�原材料価格上昇
③
３９
（４８）

①
６３
（６９）

①
８３
（７７）

②
３６
（７３）

①
５５
（６４）

②
６７
（６０）

３０
（４１）

３０
（３８）

③
３４
（５１）

２７
（３９）

②
４６
（６２）

２９
（３８）

２１
（２９）

�販売価格低下
④
３１
（３１）

２９
（２６）

１５
（３１）

２７
（１４）

③
３２
（２２）

４３
（３６）

③
３３
（３３）

③
３８
（３６）

２３
（３４）

③
３６
（３３）

１３
（９）

②
６５
（６７）

③
３３
（２９）

�諸経費の増加
⑤
２４
（２５）

③
３０
（３３）

③
３８
（３１）

１４
（３２）

③
３２
（３９）

３０
（２８）

２２
（２２）

１８
（１７）

１５
（１５）

２７
（２６）

③
３９
（４７）

６
（５）

２６
（２５）

�価格引き下げ要請
⑥
１９
（１８）

１８
（１８）

１３
（１７）

１４
（１４）

１９
（１４）

２７
（２８）

１９
（１８）

１５
（１９）

３０
（２４）

１３
（１０）

１０
（２１）

１８
（１４）

２６
（２１）

�人件費増加 １５
（１４）

１４
（１８）

２５
（２３）

９
（１４）

１０
（１４）

７
（２０）

１６
（１３）

１７
（１１）

１３
（１０）

１４
（１３）

１０
（３）

１２
（１４）

２２
（２５）

	人手不足 １１
（６）

１１
（８）

１３
（６）

５
（９）

１６
（１４）

１０
（－）

１０
（５）

１９
（８）

２
（－）

５
（６）

１０
（６）

２４
（－）

７
（５）


資金調達 ９
（１０）

１２
（１３）

１５
（１１）

９
（１４）

２３
（２２）

－
（－）

８
（９）

１０
（１１）

７
（１０）

５
（３）

１３
（３）

６
（２４）

７
（１３）

�代金回収悪化 ５
（６）

４
（３）

３
（３）

１４
（５）

－
（－）

３
（４）

５
（７）

２
（１）

１０
（１９）

１１
（１２）

－
（３）

６
（－）

４
（４）

�設備不足 ４
（６）

６
（９）

１０
（９）

５
（９）

７
（１４）

－
（４）

４
（５）

－
（１）

５
（５）

－
（６）

８
（６）

１８
（１４）

６
（７）

その他 ３
（５）

３
（８）

８
（１１）

５
（９）

－
（３）

－
（８）

３
（４）

１
（２）

５
（７）

２
（４）

３
（３）

６
（－）

６
（７）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２２年
１０～１２

２３年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

２２年
１０～１２

２３年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

２２年
１０～１２

２３年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

全 道 △２２ △１７ △１６ △１１ △１２ △２３ △２６ △２９ △１８ △１７ ３５ ２４ ２９ ３１ ２２（３１）

札幌市 △２２ △１２ △２１ △８ △１４ △２６ △１７ △２６ △１０ △１５ ３８ ２８ ３２ ３５ ２７（２８）

道 央 △１３ △５ △１２ △５ △４ △２３ △２５ △２７ △１４ △１１ ３７ ２５ ３２ ３９ ２６（３０）

道 南 △３７ △３４ △１１ △２７ △２７ △２１ △３８ △３９ △４３ △３３ ２６ １４ １４ ２２ １１（３８）

道 北 △２６ △３０ △１６ △１５ △６ △２０ △４４ △２８ △２７ △１８ ３４ ２０ ３１ ３０ １４（３４）

道 東 △２４ △２８ △１５ △１１ △１１ △２１ △３５ △３５ △２３ △２２ ２９ ２１ ２１ １６ １６（３５）
（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では、道内企業の業況は久しぶりに改善しました。観光客が持ち直しつつある

ことや、上昇傾向にあった素材価格がいくぶん落ち着いたことなどがその要因と思われま

す。東日本大震災関連では、原発事故による風評被害などが多くの企業に影響を与えていま

す。しかしその一方で、復興需要を取り込もうとする声も聞かれました。また、自然エネル

ギーやエコ商品が注目を集める中、企業は関連する事業やサービスに力を入れようとしてい

ます。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜食肉加工業＞

原発事故の風評被害により、牛肉の消費量

が低迷している。放射性物質検査をしていな

い牛肉の販売が困難なため測定機器を導入し

たが、本来であれば不必要な費用である。

＜製菓業＞

震災直後は売上が激減したが、北海道観光

PRの効果もあり、ゴールデンウィークを境

に回復している。原発事故が収束していない

中、海外客の回復は緩やかだが、国内客がそ

れを補っている印象である。

＜製菓業＞

量販店での「北海道フェア」が軒並み「東

北フェア」に変更され、大口注文が激減し

た。

＜合板製造業＞

震災復興需要の反動で、大幅な売上減とな

っている。また、国際相場の高騰により輸入

材料価格が上昇し、採算が厳しい。

＜製材業＞

新築住宅の売上は少ないが、営業努力もあ

りリフォーム部門でカバーできているため、

売上・利益に変化はない。

＜鋳造品製造業＞

補助材料を中国から輸入しているが、円高

によるメリットが全くなく、逆に値上がりし

ている。しかし、価格上昇分を製品単価に転

嫁したくても、取引先が全く応じない。

＜機械製造業＞

円高により取引先からの価格引き下げ要請

が強まり、利益が低下している。震災復興関

連の仕事は増加しているが、利幅が少ない。

＜電気機器製造業＞

売上は昨年に続き伸びている。震災の影響

については、今のところ大きな打撃はなく、

逆に復興関連物件が来ている。今後、当社の

技術を活かした、自然エネルギー関連など新

分野への参入を推進したい。

＜金属部品製造業＞

工事量は増加しているが、受注時期が重な

っているため一時的に人手不足になると思わ

れる。

＜印刷業＞

紙の印刷が減少しているため、インターネ

ットでの情報配信などの情報加工業に業態変

革する。

経営のポイント

自然エネルギー、エコ関連商品に注目集まる
〈企業の生の声〉
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＜建設業＞

震災復興関連の受注は、相当数ある。新エ

ネルギーへの転換を図る世論が高まっている

中、関連需要に期待したい。

＜内装工事業＞

耐震工事等のリニューアル工事の受注が好

調である。無資格、不認定工法、保険未加入

など、不適格業者の参入が問題となってい

る。

＜住宅建築＞

増改築事業については、住宅版エコポイン

ト制度および営業体制強化と、消費者のエコ

・耐震意識の高まりが相乗し、売上が増加し

た。

＜マンション分譲＞

震災のため札幌圏に移転する、という引き

合いも少しはあるが、持続性のあるものでは

なく、見通しは不透明である。

＜建材卸売業＞

元請がぎりぎりの金額で受注している上、

過当競争により利幅が圧縮されている。ここ

何年も同じようなことを繰り返しているうち

に、業界全体が体力を奪われている。

＜鋼材卸売業＞

震災直後は商品を通常の５割増しで仕入れ

たが、販売量が伸び悩んだ。復興需要もさほ

どないため、適正在庫に努めたい。

＜包装資材卸売業＞

一部商品について放射性物質検査を実施し

ているため、コスト面での負担がかなり重

い。

＜食材卸売業＞

海外観光客の減少や外食自粛などにより、

売上不振が続いている。今後の少子高齢化も

展望し、老健施設などの新分野や、地方の施

設との取引を拡大する。

＜作業用品店＞

インターネット販売が好調で、売上・利益

とも飛躍的に伸びている。商品開発による魅

力的な商品の増加が原動力となっている。

＜タイヤ販売＞

軽自動車の割合が高まったことでタイヤは

小さく少額になり、売上の低下を招いてい

る。冬場にかけ、「効き」を重視する消費者

心理により高品質な国産タイヤが売れるが、

同業者のネット販売が安価なため、販売価格

は下がると思う。

＜電器店＞

完全地デジ化に伴い、テレビの売上が激減

した。今後はLED照明などエコ関連製品に力

を入れる。

＜食品雑貨店＞

被災地に派遣された市内の自衛隊員がほぼ

戻り、売店、飲食店の売上もほとんど回復し

ている。

経営のポイント
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＜コンビニエンスストア＞

売上は堅調に推移している。ただしタバコ

増税による値上がりが主な要因で、それ以外

の品目については横ばい状態である。

＜ガソリンスタンド＞

近隣競合先の閉鎖による売上増加予想、お

よび年中無休体制の維持のため人員を増加し

たが、人件費増加分を利益で吸収しきれてい

ない。

＜自動車販売＞

国道路面店に移転した効果が徐々に現れて

きている。さらに、自動車の燃費を向上させ

て排出ガスを減らすエコ整備や、自社独自の

アフターサービスの実施、CS活動もあいま

って、売上・利益とも好調に推移している。

＜農産物輸送業＞

主要輸送品目である農産物について、天候

不順による収量減少が２年間続いているう

え、燃料価格の高止まりが収益を圧迫してい

る。

＜運輸業＞

生産工場の海外移転などにより、輸送量が

伸びない。また、荷主のニーズ多様化により

配送工程が増えたほか、規制緩和で参入して

きた安売り業者と価格競争になる場合もあ

る。震災復興に伴う特需も発生しているが、

従来の輸送量の減少を吸収するには至らな

い。

＜都市ホテル＞

国内旅行代理店の格安販売により、単価が

下落している。震災の影響により、東北地方

などから道内へ振替になった修学旅行の誘致

を積極的に行う。

＜飲食店＞

震災直後は、自粛ムードにより売上が２割

弱減少した。食材の価格が高騰しているた

め、メニューの見直しが必要である。

＜クリーニング業＞

震災以降、ホテルリネン部門の売上が大幅

に減少し、ホテル各社からの値下げ要請が多

発している。

＜建設コンサルタント＞

東北地方の同業者からの協力要請が出始め

ている。仙台周辺の営業所開設も視野に入

れ、マーケット拡大を企図する。

＜リネンサプライ＞

病院寝具リネンサプライについては、業界

の成長に伴い、業績を拡大している。しか

し、新規参入が相次ぎ競争が激しくなってい

るので、今後はいかに地歩を固めるかが課題

となる。

＜ソフトウェア開発＞

下請け体質から脱却するため、新規ビジネ

スの立ち上げに注力している。また、首都圏

で作業する従業員に関しては、節電に協力す

るため勤務体制を変更している。

経営のポイント
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＜建設機械器具リース＞

震災復興関連で仙台へ進出しており、今後

も継続的な受注が見込まれる。しかし、重機

オペレーターを道内より派遣しているため、

経費の増加が顕著である。現地での採用等、

対策が課題である。

＜不動産業＞

主力のガソリンスタンド賃貸は、老朽化に

伴う閉鎖などでじりじりと減少している。さ

らに、消防法、土壌汚染対策法上の規制適合

措置により、メンテナンスコストは増加傾向

にある。

経営のポイント
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「もし高校野球の女子マネージャーがドラッカーの『マネジメント』を読んだら」（略して「も

しドラ」）という岩崎夏海氏の著作がバカ売れで、そのタネ本であるピーター・F・ドラッカー

著「マネジメント（エッセンシャル版）」（上田惇生訳、ダイヤモンド社刊）も売れ行き好調のよ

うです。「もしドラ」は、コミック本やTVアニメといったメデイアのほか最近は映画化もされ、

ご存知の方もおられるでしょう。「経営学の父」と称されるドラッカーの組織経営理論が親しみや

すく紹介されており、この「もしドラ」現象は、社会・経済の転換期を迎えている現状を乗り切

るため、ドラッカーのマネジメント理論の力を借りたいという社会のニーズに合致した結果とい

うことでしょうか。

そこで今回は、「年甲斐もない」気恥ずかしさを少々感じつつ、「もしドラ」のシチュエーショ

ンを借りながら、ドラッカーのマネジメント理論のうち、「マーケテイング」と「イノベーショ

ン」を中心にそのエッセンスを紹介し、小生なりのマネジメント論をまとめてみました。もとよ

り専門家でもない軽輩の小論なので、ご批判等は忌憚なくどうぞ。また、ドラッカーの原著作

「マネジメント－課題、責任、実践」（１９７４年）は手に余る大著であり、ドラッカー理論の引用部

分はもっぱら前掲「エッセンシャル版」に拠っております。

◆「もしドラ」の内容のあらまし

未読の方のために、「もしドラ」のあらすじとそこで展開されるマネジメントの取組みの様子

を、簡単に紹介しましょう。

主人公は都立高校野球部の女子マネとなった２年生の川島みなみです。かつては野球少女だっ

たものの、プロにはなれないと分かったことで野球から遠ざかっていた彼女がマネージャーを引

き受けた理由は、前任マネージャーで親友の宮田夕紀が病で倒れ、夕紀から代わりを託されたか

らです。夕紀の野球部を思う心情に感動し、また彼女の病の快癒を念じて依頼に応じたみなみで

すが、野球部女子マネといえば部員や顧問の雑用係といった常識的な役回りから逸脱、無謀にも

弱小チームの野球部を「甲子園に連れて行く」という目標を決め、それに向かってマネジメント

活動を開始するのです。

マネージャーの役割を知るために、みなみはドラッカーの「マネジメント（エッセンシャル

版）」を買い求め、それを参考に野球部のマネジメントに次々と取り組んで行きます。

まず、組織の「マネジャー」（マネージャーではない）には根本的な資質として「真摯さ」（in-

tegrity）が必要であり、しかもそれは後天的に学ぶことができない、人が初めから身に付けてい

なければならない資質であるというドラッカーの指摘に考え込みます。自分には真摯さ（他事を

顧みず、物事に真面目に取り組むさま）が備わっているのだろうか、と。ドラッカーの説くin-

tegrityは「真摯さ」とイコールではないのですが、それについては後で触れます。

みなみは、野球部のマネジメントの前提となる部の活動目的（企業ならば事業目的）は何かを

経営のアドバイス

「もしドラ」的マネジメント考 ～マーケテイングとイノベーション
金融財政事情研究会出版部嘱託
（元北洋銀行融資第二部指導役）

高橋 俊樹

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８４／本文　※柱に注意！／０１６～０２０　経営のアドバイス　高橋  2011.10.18 18.38.5



経営のアドバイス

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年１１月号

考えます。ドラッカーは、企業にとって「自らの事業は何か」を明確に定義することの重要性を

説き、それには「顧客」を出発点として考えるべきであるとしています。すなわち、顧客が財や

サービスを購入することで満足を得ようとする欲求によって事業は定義され、顧客を満足させる

ことが企業の使命であり目的であると説いています。したがって、野球部の活動目的も単に野球

をすることではなく、「顧客」を満足させる何かでなければなりません。では高校の野球部にと

って顧客とは誰なのでしょうか。みなみはそれを、野球部員やその親、先生、学校など高校野球

に携わる全ての人や組織であり、それら顧客が野球部に求めているものは「感動」であると定義

します。夕紀がマネージャーになった理由が「野球部から感動を貰いたいから」であったこと

が、その大きなインパクトとなりました。その結果、顧客に感動を与えるため組織の目的に最も

適ったものとして、「甲子園に行く」ということが部活動の目標となったのです。

さて、ドラッカーはマネジメントの基本的な二本柱として、マーケテイングとイノベーション

を挙げており、マーケテイングは顧客の欲求に応えることからスタートし、イノベーションは顧

客の新しい満足を生み出すことであると説いています。そこでみなみは、マーケテイングに取り

組みます。

ドラッカーによれば、マーケテイングは顧客のニーズからスタートします。彼女は、夕紀の助

けも借りて顧客である野球部員の求めている「欲求、価値観」を調査します。その過程で、部員

間の感情のしこりや野球部員と監督間の意思疎通の乏しさなどが分ってきます。現実に監督は、

野球の知識が豊富でもコミュニケーション能力に問題があり、部員を組織的に統括できておら

ず、マネジャー的なポジションにいながらマネジメントができていない状況にありました。監督

をマネジメントの組織に取り込むため、みなみは監督と部員の間の「通訳」になり、監督の専門

知識や野球への考え方を部員に伝達し、逆に部員の欲求等を監督に伝える役割を担うことにしま

す。ドラッカーは、組織内の専門家（野球部の監督）は自らの知識と能力を組織全体の成果に結

び付けることがその責務ですが、コミュニケーション能力がなければ成果は上がらないので、そ

れが欠けている場合にはマネジャーが通訳の役目を果たすことが必要であると説いています。こ

の場合、マネジャーは専門家のボスではなく、道具、ガイド、マーケテイング・エージェントで

す。

みなみは、野球部の練習方法も変えました。練習をサボる部員が多いのは、練習メニューに魅

力が乏しくマンネリに陥っているからと気がつき、部員を３チームに分け、互いに成果を競わ

せ、結果がすぐに現れて責任を感じられるような練習体制に改めたのです。

この練習メニュー効果でチームの力は伸びてきましたが、それだけで甲子園出場レベルまでに

達することは至難です。みなみは、ドラッカーの「マーケテイングだけでは企業としての成功は

ない。企業が存在しうるのは成長する経済のみであり、企業は成長と変化のための機関である。

したがって企業の第二の機能は、イノベーションすなわち新しい満足を生み出すことである。」

という指摘に心を打たれます。「イノベーションとは、科学や技術そのものではなく価値である。

組織の中ではなく、組織の外にもたらす変化である。」と続くフレーズを読んで、野球部のさら

なる実力アップに必要なものはイノベーションであり、しかもそれは、野球部を取り巻く高校野
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球界に変化をもたらすものでなければならないと確信します。イノベーション戦略の第一歩は、

古いもの、死につつあるもの、陳腐化したものを計画的かつ体系的に捨てることだと、ドラッカ

ーは説きます。そこでみなみは監督と話し合い、「送りバント」と「ボール球を打たせる投球

術」を、高校野球の世界から捨て去るべき陳腐化した戦術として放棄することにするのです。こ

の「ノーバント・ノーボール作戦」は、その後の野球部の最重要なイノベーション戦略となりま

した。

このほか、陸上部や家庭科部など他の部活動との連携策の採用、技術面では全く劣るが理論と

説得力では部員から一目置かれている部員のキャプテン指名、足の速いレギュラー部員の走塁専

門スタッフへのシフトと盗塁活用作戦、経験不足が不利となる接戦を避けるための大勝ち作戦な

ど、新しい策を次々と導入します。もっとも、これらの策のすべてをみなみが発案したわけでは

なく、監督や新キャプテンの考えから生まれたアイデアでもありました。みなみはすべてを自分

で切り回すことはせず、得意分野や専門分野に属することは、それぞれ得意技を持つ部員等に任

せることにしたのです。

この年の夏の東京都予選で、みなみの高校の野球部は奇跡的に優勝し、晴れて目標どおり甲子

園行きの切符を手にします。しかし、みなみには親友の夕紀の死という代償がもたらされます。

夕紀は生前、仮に野球部が甲子園に行けなくともマネジメントのプロセスで十分自分は感動を味

わったということを、みなみに話しますが、みなみはドラッカーの説示に拘り、マネジメントに

は結果が大切なので部員を甲子園に連れて行くことが自分の真摯さであると言い切ったのです

が、死を目前にした夕紀に心ない仕打ちを与えたショックで、決勝戦の直前に野球部から姿を消

します。しかし最期まで逃げないという「真摯さ」の意味を悟り、決勝戦のベンチに戻ったので

した。これで全篇の読み切りです。

◆経営者（マネジャー）の資質～Integrity

ドラッカーは、マネジャーについて「組織の成果に責任を持つ者」と定義しています。かつて

は「人の仕事に責任を持つ者」と定義されていましたが、組織内には始めからマネジャーであり

ながら、かつ責任ある地位にありながら、人の仕事に責任を持たない人たちが多くいたので、そ

の定義が変わってきたのです。新しい定義によれば、マネジャーを見分ける基準は命令する権限

ではなく、組織に貢献する責任ということになります。

マネジメントは企業という組織の基礎的資源です。企業が一定規模を超えた場合、複数の人間

が協力して意志を通わせつつ多様な課題を同時に遂行する必要がでてきたときに、組織はマネジ

メントを必要とします。そしてマネジャーは、この組織を機能させる役割を担っています。名前

だけのマネジャーは、組織にとって不要な存在です。

ドラッカーは、マネジャーに共通する仕事として、目標の設定、組織作り、動機付けとコミュ

ニケーション、組織活動の評価測定、人材開発の５項目をあげています。通常、企業の経営者は

これらの仕事を自ら手懸け、あるいは統括しています。そしてまさしく、企業という組織の成果

に責任を負う立場にあります。しかし、企業のトップが必ずしもマネジャーというわけではあり
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ませんし、その逆の場合もあります。「もしドラ」の主人公は野球部長や監督等の立場にはありま

せんが、活動内容からすれば立派なマネジャーということがいえます。

マネジャーとして必要な能力のうち、人を管理する能力や議長役、人材開発システム等といっ

たものは、後から学ぶことで身に付けることが可能です。しかし、後天的に獲得することができ

ない資質が一つだけあると、ドラッカーは説きます。それが「Integrity」です。この言葉は「真

摯さ」と訳出されることが多いのですが、本来の意味は「完全で無欠なもの」ということであ

り、それから転じて「正直」「高潔」「誠実」「邪心のなさ」を指して用いられます。「真摯さ」はそ

の一部を表しているだけであり、単に「真面目にコツコツ取り組むこと」ではないのです。人の

このような性格は生まれつきのものであり、これが備わっていない人物は経営者（マネジャー）

として不適切ということになります。

不祥事を起こした企業の経営者には、この資質を欠いている者が多いのは確かです。宗教的バ

ックボーンが希薄なわが国ではこの資質が備わっている人間が少ないのではないかともいわれま

すが、昔からの「お天道さまに恥じるようなことはできない」という気構えや「矜持を持って仕

事する」という言葉からも分かるように、Integrityはそれ程特別な資質ではなく、日本人にも広

く備わっているものです。翻って、欧米の経営者にこの資質が多く備わっているかといえば、過

般のサブプライム・ローン問題に端無くも現れた強欲資本主義の信奉者を見るまでもなく、その

実情はドラッカーをして苦々しい想いにさせるに違いありません。

「もしドラ」のみなみは、目標の達成直前にマネジャーの仕事から逃げ出そうとしました。そ

れは夕紀の中にIntegrityの真の姿を見て自分の至らなさを恥じたからでしょう。もっとも、「真摯

さ」の面からだけで判断されている点は疑問ですが…。

◆マネジメントにおけるマーケテイング（marketing）

ドラッカーは、企業の目的は「顧客の創造」にあり、そのために企業は２つの基本的機能を持

つと説いています。それがマーケテイングとイノベーションです。そして企業の目的とは経営者

の使命であり、マネジメントはその中核をなすものですから、この２つはマネジメントの二本柱

といえるものです。また、イノベーションは経営の目的であり、マーケテイングはその目的達成

のための手段という関係にあります。

マーケテイングは「顧客の欲求」からスタートします。つまり企業の提供するモノやサービス

をどう売るかではなく、顧客の求めるモノをどのようにして提供するかということです。「われわ

れは何を売りたいか」ではなく、「顧客は何を求めているのか」を問うことが、マーケテイング

であるということです。したがって販売とマーケテイングは逆の関係にあり、相補関係にもあり

ません。マーケテイングの目指すものは、顧客の欲求を理解し、モノやサービスの内容を顧客に

合わせ、その結果おのずから売れるようにすることだと、ドラッカーはいうのです。今日、多く

の企業で行われているマーケテイングは、企業サイドの販売に関する職能の遂行に過ぎないこと

になります。

ここで「顧客は誰なのか」という問いが重要になります。モノやサービスのエンドユーザーで
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ある消費者が顧客であることは勿論ですが、それだけが顧客ではありません。たとえば、消費者

とメーカーを仲介する卸売・小売業者もまた顧客なのです。さらには、「顧客はどこにいるの

か」「何を買うか」という問いも重要です。従来と同じ発想で顧客を定義し販売計画を立てるだけ

では、真のマーケテイングにはなりません。

「もしドラ」の主人公が、親友夕紀から「女子マネになった理由は感動を味わいたいから」と

いうことを聞き出したことは、すでにマーケテイングであり、野球部の合宿で、顧客でもある部

員が、価値を認め、必要とし、求めている満足を調査したことも、マーケテイングに他なりませ

ん。監督の考え方や部員との間のコミュニケーション・ギャップの調査もその一環です。

顧客についての適切な認識とその欲求や求めている満足の把握は、企業という組織のマネジメ

ントを行う上で極めて重要なことです。そのためには現場に出向き、そこで顧客側の状況を観察

し情報を集めることが大切です。

これからの知識社会化する状況の下では、組織のメンバー（社員）に能力を発揮させることが

マネジメントの核心部分を占めることになります。社員の心をつかみヤル気を起こさせ、個々の

社員の得意技を活かすことが、マネジメントの主目的といえるでしょう。

◆マネジメントとイノベーション（innovation）

マーケテイングだけでは企業としての成功はありません。企業が存在し得るのは成長する経済

のみであるとドラッカーは説きます。ここで企業の第二の機能であるイノベーションが必要にな

ります。

イノベーションとは、顧客にとっての新しい満足を生みだすことです。顧客の欲求に適った新

しいモノやサービスを、知恵を絞って工夫し提供することです。それには企業の属する業界に、

あるいはそれを越えて、地殻変動をもたらすほどのインパクトが求められます。最近の家電業界

のヒット商品となった「ごパン」を想起してください。あるいは「もしドラ」の「ノーバント・

ノーボール作戦」はいかがでしょうか。前記の「顧客の創造」とは顧客の満足度を上げることと

言い換えることが可能ですが、これがイノベーションの目的であり、イノベーションを起こすマ

インドが旺盛なことは、企業の経営者に必須の条件です。組織を運用してイノベーションを実現

することが経営者の責務なのです。

イノベーションは「技術革新」と解釈されることが多いのですが、単なる発明を意味するので

はありませんし、技術のみに関するコンセプトでもありません。それ以上に社会・経済に関わる

ものです。技術や研究分野に限られたものではなく、企業のあらゆる部門、職能、活動に及びま

す。新製品の開発や販売先・仕入先の獲得、生産方式・販売方式の工夫といったことだけでな

く、新しい組織の実現（組織改革）まで含めたマネジメントにまで広がります。イノベーション

は、人的資源や物的資源に対して、より大きな富を生みだす新しい能力をもたらすものなので

す。

（注）本稿の執筆に際しては、岩崎夏海著「もし高校野球の女子マネージャーがドラッカーの『マネジメン
ト』を読んだら」（ダイヤモンド社刊）を引用しています。
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鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．６ ３．９ ９３．８ ８．９ ９６．５ ４．１ ９５．２ ９．３ ９２．５ １．９ ９２．６ ３．５

２２年４～６月 ９３．３ ８．５ ９５．３ ２１．３ ９７．８ １２．７ ９６．５ ２１．７ ８８．５ △１０．０ ９６．９ １．２
７～９月 ９３．６ ６．１ ９４．３ １４．０ ９６．１ ５．５ ９５．７ １４．４ ９０．４ △３．７ ９７．３ ３．５
１０～１２月 ９２．５ ０．５ ９４．２ ５．９ ９５．５ ０．７ ９５．４ ６．４ ８９．７ △３．０ ９６．７ ３．８

２３年１～３月 ９５．４ １．１ ９２．３ △２．５ ９６．９ △１．０ ９３．６ △２．６ ９０．４ １．９ ９７．７ ３．５
４～６月 ９１．４ △２．０ ８８．６ △６．８ ９７．２ △０．５ ８８．１ △８．４ ８５．７ △３．２ １００．８ ４．０

２２年 ８月 ９３．１ ５．９ ９４．５ １５．５ ９６．５ ６．３ ９５．７ １５．８ ８９．７ △５．１ ９７．１ ２．５
９月 ９４．４ ５．７ ９３．７ １２．１ ９５．９ ４．５ ９５．５ １２．９ ９０．４ △３．７ ９７．３ ３．５
１０月 ９０．６ △０．９ ９２．４ ５．０ ９４．２ △０．６ ９３．２ ４．４ ８９．４ △３．５ ９６．８ ３．９
１１月 ９３．７ ２．４ ９３．９ ７．０ ９６．４ ２．８ ９５．９ ８．７ ８９．２ △５．１ ９５．２ ２．０
１２月 ９３．３ △０．１ ９６．２ ５．９ ９５．９ △０．１ ９７．１ ５．９ ８９．７ △３．０ ９６．７ ３．８

２３年 １月 ９６．９ １．９ ９６．２ ４．６ ９５．９ △２．０ ９６．３ ３．２ ８７．６ △５．９ １００．５ ７．０
２月 ９７．４ ２．６ ９７．９ ２．９ ９８．８ ０．２ ９９．５ ３．６ ８８．４ △２．６ １０２．０ ６．９
３月 ９１．９ △１．１ ８２．７ △１３．１ ９６．１ △１．２ ８５．０ △１２．１ ９０．４ １．９ ９７．７ ３．５
４月 ９４．０ △０．２ ８４．０ △１３．６ ９８．７ １．５ ８２．８ △１６．１ ９０．８ １．６ ９８．２ ３．３
５月 ８７．２ △５．４ ８９．２ △５．５ ９２．６ △４．１ ８７．２ △８．０ ８９．３ ０．７ １０３．７ ７．７
６月 ９２．９ △０．６ ９２．６ △１．７ １００．４ ０．９ ９４．３ △１．８ ８５．７ △３．２ １００．８ ４．０
７月 r ９５．９ １．８ r ９３．０ △３．０ １０３．７ ７．２ r ９４．４ △３．０ r ８５．７ △３．８ r１００．７ ４．１
８月 p９５．０ ３．０ p９３．７ ０．６ p１０２．５ ７．１ p９４．７ ０．３ p８８．４ △１．４ p１０２．８ ５．８

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ １９５，７７６△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ １２８，５０９ △１．４

２２年４～６月 ２１８，６１４△１．０ ４６，７５８ △３．５ ５２，２８８ △０．１ １５，９９７ △３．８ １６６，３２６ △１．３ ３０，７６１ △３．４
７～９月 ２３０，７０９△１．１ ４８，４７０△１．６ ５３，３８６ △２．５ １６，１１４ △３．０ １７７，３２３ △０．６ ３２，３５６ △０．８
１０～１２月 ２５７，１１８△１．３ ５３，５５８ △０．５ ６１，７３６ △３．４ １９，４２１ △０．６ １９５，３８２ △０．６ ３４，１３７ △０．５

２３年１～３月 ２２８，８５７△１．４ ４６，９９０ △２．６ ５２，８２３ △５．８ １５，７３６ △５．５ １７６，０３５ ０．１ ３１，２５４ △１．０
４～６月 ２３０，６５６△２．２ ４７，４６３△１．６ ４９，７８０ △３．６ １５，７２５ △１．５ １８０，８７６ △１．７ ３１，７３８ △１．７

２２年 ８月 ７７，４９５△１．７ １５，８５３△１．８ １６，２８７ △２．５ ４，７４３ △３．０ ６１，２０８ △１．５ １１，１１０ △１．３
９月 ７２，９１８△０．５ １５，０９８ △１．７ １６，８５７ △３．６ ４，８５８ △５．０ ５６，０６１ ０．５ １０，２４０ ０．１
１０月 ７７，４７８ ０．３ １６，１３１ ０．４ １８，１７９ △１．３ ５，５５６ ０．６ ５９，３００ ０．９ １０，５７５ ０．３
１１月 ７６，３９０△２．５ １６，６３４ ０．１ １８，０４３ △４．９ ６，０２６ △０．４ ５８，３４８ △１．７ １０，６０８ ０．５
１２月 １０３，２５０△１．７ ２０，７９３ △１．７ ２５，５１５ △３．９ ７，８３９ △１．５ ７７，７３５ △０．９ １２，９５４ △１．８

２３年 １月 ７８，９４８△２．２ １７，４０６△０．７ １９，０５７ △５．６ ６，０２４ △１．１ ５９，８９１ △０．９ １１，３８２ △０．４
２月 ７０，３３４ ０．０ １４，４６９ ０．５ １５，９３６ △１．４ ４，７１０ ０．６ ５４，３９８ ０．５ ９，７５９ ０．４
３月 ７９，５７５△２．０ １５，１１５ △７．５ １７，８２９ △９．７ ５，００２ △１５．０ ６１，７４６ ０．８ １０，１１３ △３．０
４月 ７７，６４５△１．３ １５，６５７ △１．９ １６，８７０ △２．４ ５，１４８ △１．８ ６０，７７５ △０．９ １０，５０９ △１．９
５月 ７６，８８１△２．５ １５，７７４ △２．５ １６，４８８ △３．９ ５，２３１ △２．６ ６０，３９３ △２．０ １０，５４３ △２．４
６月 ７６，１３０△２．７ １６，０３３ △０．５ １６，４２２ △４．６ ５，３４７ ０．１ ５９，７０８ △２．２ １０，６８６ △０．８
７月 ８２，３４６ ０．９ r １７，８４３ ０．８ １９，４７１ △３．８ ６，４９７ △０．４ ６２，８７６ ２．４ １１，３４６ １．５
８月 p ７７，２００△１．９ p １５，５７３△２．６ p １５，５８１ △４．３ p ４，６２９ △２．１ p ６１，６１９ △１．２ １０，９４４ △２．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年１１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８４／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2011.10.20 10.03.39  Page 21



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．７ ０．６ １０１．０ ０．４ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５

２２年４～６月 １０７，５９７ △１．２ １９，８３３ △３．０ １００．２ △０．２ １００．３ △０．７ ９０．０１ ９，３８３
７～９月 １２３，４０４ ４．７ ２２，４００ ４．２ ９９．５ △０．５ ９９．７ △１．０ ８５．８６ ９，３６９
１０～１２月 １１０，４３６ △１．８ ２０，４０２ △０．９ ９９．９ △０．１ ９９．９ △０．３ ８２．５８ １０，２２９

２３年１～３月 １０６，５１４ ４．７ ２０，０２２ ５．９ １００．１ △０．２ ９９．６ △０．５ ８２．３２ ９，７５５
４～６月 １１４，０８１ ３．６ ２１，２４２ ４．９ １００．６ ０．４ ９９．８ △０．４ ８１．７０ ９，８１６

２２年 ８月 ４１，４５３ １．１ ７，４２７ ０．７ ９９．４ △０．３ ９９．７ △０．９ ８５．４７ ８，８２４
９月 ４２，０１１ １２．３ ７，６１０ １２．２ ９９．８ ０．０ ９９．９ △０．６ ８４．３８ ９，３６９
１０月 ３５，１１５ △７．３ ６，５１５ △６．０ ９９．９ ０．４ １００．２ ０．２ ８１．８７ ９，２０２
１１月 ３５，６４７ ０．０ ６，６２０ ０．７ ９９．９ ０．４ ９９．９ ０．１ ８２．４８ ９，９３７
１２月 ３９，６７４ １．８ ７，２６７ ２．８ １００．０ ０．５ ９９．６ ０．０ ８３．４１ １０，２２９

２３年 １月 ３５，８２８ ３．８ ６，６３８ ４．５ ９９．９ △０．３ ９９．５ △０．６ ８２．６３ １０，２３８
２月 ３３，３８４ ４．７ ６，２６８ ５．９ １００．０ △０．３ ９９．５ △０．５ ８２．５３ １０，６２４
３月 ３７，３０２ ５．４ ７，１１６ ７．２ １００．４ △０．１ ９９．８ △０．５ ８１．７９ ９，７５５
４月 ３５，３８２ １．５ ６，６３０ １．０ １００．６ ０．３ ９９．９ △０．４ ８３．３５ ９，８５０
５月 ３８，６３５ ４．５ ７，１９２ ５．１ １００．７ ０．３ ９９．９ △０．４ ８１．２３ ９，６９４
６月 ４０，０６４ ４．８ ７，４１９ ８．３ １００．５ ０．５ ９９．７ △０．４ ８０．５１ ９，８１６
７月 ４４，１３６ ８．０ ８，２０４ ８．９ １００．３ １．０ ９９．７ ０．２ ７９．４７ ９，８３３
８月 ４４，５９２ ５．４ ８，０９９ ６．６ １００．２ ０．８ ９９．９ ０．２ ７７．２２ ８，９５６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１９年度 １６９，１４９ △４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３

２２年４～６月 ４３，７４２ ２０．８ １３，３７１ ３５．１ １８，２８１ １７．６ １２，０９０ １２．２ ９７６，２３３ ２２．０
７～９月 ４６，３５５ １１．０ １４，６９５ １９．４ １９，３１６ ５．７ １２，３４４ １０．３ １，０９８，５１５ ４．６
１０～１２月 ２６，５９７ △２３．９ ８，１９８ △２７．２ １０，２７４ △２７．２ ８，１２５ △１５．１ ７４９，８８１ △２７．２

２３年１～３月 ３６，０４０ △２３．６ １０，３２８ △３３．９ １４，５９１ △２０．３ １１，１２１ △１６．３ ９６３，６８６ △２５．６
４～６月 ３０，０７６ △３１．２ ８，１９９ △３８．７ １２，９６１ △２９．１ ８，９１６ △２６．３ ６４８，６８２ △３３．６

２２年 ８月 １３，６７６ ３７．７ ４，１７４ ４５．１ ５，８７２ ５１．５ ３，６３０ １４．３ ３６９，２１０ ４０．１
９月 １４，９１４ △３．１ ５，１３１ ２．６ ５，２８０ △１４．４ ４，５０３ ６．５ ４００，６６３ △３．２
１０月 ９，４９１ △２３．６ ２，７７０ △２９．５ ３，５９０ △２８．２ ３，１３１ △１０．５ ２５１，４９３ △２５．９
１１月 ９，５３５ △２４．０ ３，０５０ △２０．７ ３，８４１ △２６．５ ２，６４４ △２３．９ ２５８，７３２ △２９．８
１２月 ７，５７１ △２４．１ ２，３７８ △３１．８ ２，８４３ △２６．８ ２，３５０ △９．７ ２３９，６５６ △２５．５

２３年 １月 ８，５７５ △１６．６ ２，３３４ △３０．１ ３，４８８ △１１．１ ２，７５３ △８．８ ２５９，０７９ △１９．０
２月 １１，１８６ △１２．０ ３，１７４ △２４．０ ４，３１５ △１０．０ ３，６９７ △１．１ ３４１，０３４ △１３．８
３月 １６，２７９ △３２．７ ４，８２０ △４０．５ ６，７８８ △２９．１ ４，６７１ △２８．４ ３６３，５７３ △３７．４
４月 ７，５８３ △４８．７ ２，００６ △５３．０ ３，２８３ △４９．５ ２，２９４ △４３．０ １５３，５２９ △４８．５
５月 ８，０９７ △３７．７ ２，２７１ △４３．９ ３，０６３ △４０．３ ２，７６３ △２７．８ ２００，４６０ △３３．３
６月 １４，３９６ △９．７ ３，９２２ △２２．４ ６，６１５ △０．６ ３，８５９ △８．９ ２９４，６９３ △２１．９
７月 １４，３７７ △１９．１ ４，０７１ △２４．５ ６，５７９ △１９．４ ３，７２７ △１１．５ ３１２，８３５ △２５．６
８月 １１，４２１ △１６．５ ３，４４６ △１７．４ ４，８１６ △１８．０ ３，１５９ △１３．０ ２７３，２７７ △２６．０

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年１１月号
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年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １１１，８４１ △３．８
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１

２２年４～６月 ７，９４２ ７．４ １，９５２ △１．１ ２７６，８１７ △１２．６ ３１，０１８ △３．５ １９，９１０ ７．９
７～９月 ８，２７３ １７．５ ２，１２８ １３．８ ２４９，６４６ △２１．１ ３２，２４６ △１２．６ ２１，８６３ １３．９
１０～１２月 ７，８００ △５．１ ２，１８７ ６．９ １２９，８９７ △２５．２ ２５，３６９ △１４．８ １９，１７７ ５．６

２３年１～３月 ５，９０７ １８．９ １，９２４ ３．２ １６３，０８０ ２４．５ ２４，１９４ △３．２ ２３，５３０ ８．９
４～６月 ８，７３３ １０．０ ２，０３２ ４．１ ２６６，５０６ △３．７ ２８，１３６ △９．３ ２１，８５２ ９．８

２２年 ８月 ２，９４１ ２１．１ ７２０ ２０．４ ７３，８３１ △２３．３ ９，２１６ △８．４ ６，６７８ ２５．５
９月 ２，５０７ ７．８ ７２０ １７．７ ６９，５８５ △３０．０ １１，６２０ △１８．８ ８，８４９ ４．１
１０月 ２，７８７ ６．８ ７１４ ６．４ ５５，５０６ △３９．８ １０，３６７ △１８．１ ６，０６８ ６．９
１１月 ２，６１３ △１５．０ ７２８ ６．８ ３９，３９４ △２２．７ ７，９１２ △６．３ ５，８７４ １２．９
１２月 ２，４００ △５．２ ７４５ ７．５ ３４，９９７ １４．７ ７，０９０ △１８．１ ７，２３５ △０．６

２３年 １月 １，９５０ ６１．２ ６６７ ２．７ １７，９５５ ８９．４ ５，２１８ △９．９ ５，５９７ ５．６
２月 １，７９７ ３０．８ ６２３ １０．１ １６，９１３ △１０．５ ６，０３４ ４．２ ６，５４３ １１．５
３月 ２，１６０ △９．４ ６３４ △２．４ １２８，２１２ ２５．０ １２，９４２ △３．５ １１，３９０ ９．１
４月 ２，６７６ ５．１ ６６８ ０．３ １１８，１６１ △１４．４ １１，７９７ △１１．２ ６，５９０ △０．２
５月 ２，７４８ １３．８ ６３７ ６．４ ７３，３１３ ２１．９ ６，３５５ △１４．１ ６，３５６ １０．５
６月 ３，３０９ １１．０ ７２７ ５．８ ７５，０３２ △４．６ ９，９８４ △３．４ ８，９０５ １７．９
７月 ３，２５３ １５．２ ８３４ ２１．２ ８８，４６３ △１６．７ ９，５９７ △１５．９ ６，５８９ ４．０
８月 ３，０９２ ５．１ ８２０ １４．０ ７４，６１６ １．１ ９，５３６ ３．５ ６，８１５ ２．１

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３

２２年４～６月 ２，６８８ １．７ ０．３６ ０．４２ ５．５ ５．３ １１３ △２７．６ ３，３２３ △１６．０
７～９月 ３，６０６ △２．０ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ １１１ ２．８ ３，２３２ △１４．５
１０～１２月 ２，６２５ △２．５ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ １０７ △７．８ ３，２９９ △６．５

２３年１～３月 ２，２５２ △１０．８ ０．４３ ０．６０ ５．３ ４．７ １２５ １４．７ ３，２１１ △７．４
４～６月 ２，１５３ △１９．９ ０．３９ ０．５１ ５．９ ４．７ １２３ ８．８ ３，３１２ △０．３

２２年 ８月 １，３１６ △０．５ ０．４１ ０．４９ ５．０ ５．１ ３４ △２０．９ １，０６４ △１４．２
９月 １，１５２ △６．１ ０．４３ ０．５２ ↓ ５．１ ３８ ４６．２ １，１０２ △４．５
１０月 １，００５ △０．３ ０．４５ ０．５４ ↑ ５．０ ３０ △２３．１ １，１３６ △９．９
１１月 ８０８ △４．７ ０．４４ ０．５５ ５．１ ４．８ ３７ ５．７ １，０６１ △６．２
１２月 ８１２ △３．０ ０．４２ ０．５６ ↓ ４．６ ４０ △４．８ １，１０２ △２．９

２３年 １月 ７８２ △１．１ ０．４２ ０．５９ ↑ ４．７ ３９ ２．６ １，０４１ △２．０
２月 ８１０ △１．４ ０．４４ ０．６１ ５．３ ４．６ ４１ １７．１ ９８７ △９．４
３月 ６６０ △２７．６ ０．４４ ０．６０ ↓ ４．９ ４５ ２５．０ １，１８３ △９．９
４月 ５６２ △２５．３ ０．４０ ０．５２ ↑ ４．９ ５２ １５．６ １，０７６ △６．７
５月 ７４５ △１９．５ ０．３８ ０．５０ ５．９ ４．６ ３７ ５．７ １，０７１ ４．８
６月 ８４７ △１６．２ ０．４０ ０．５１ ↓ ４．７ ３４ ３．０ １，１６５ １．４
７月 １，０６６ △６．３ ０．４２ ０．５４ － ４．７ ３４ △１２．８ １，０８１ １．４
８月 １，２９０ △２．０ ０．４５ ０．５９ － ４．４ ４２ ２３．５ １，０２６ △３．５

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１１年１１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１９年度 ３８１，４４７ １７．５ ８５１，１３４ ９．９ １，３８７，５９２ ９．８ ７４９，５８１ ９．５
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，２５７ ６．１ ６７７，９１７ １４．９ １，２２８，１４０ ２５．６ ６２４，１３１ １６．０

２２年４～６月 ８２，１５２ ４５．１ １７０，６５６ ３３．２ ２９５，９３４ ５２．２ １５３，５６７ ２８．１
７～９月 ８３，７５１ △１３．０ １７０，３１３ １７．８ ２７６，８３０ １８．３ １５４，０８６ １４．９
１０～１２月 ９０，０９９ ６．１ １７２，７４３ １０．０ ２９４，４９８ １１．０ １５５，８４５ １１．３

２３年１～３月 ８６，２５５ １．７ １６４，２０５ ２．４ ３６０，８７８ ２７．１ １６０，６３３ １１．４
４～６月 ９２，５１６ １２．６ １５６，９２２ △８．０ r ３７２，８２４ ２６．０ １６９，４９８ １０．４

２２年 ８月 ２２，１５５ △２．６ ５２，０９８ １５．５ ７７，６６６ ７．０ ５１，４６０ １８．４
９月 ２８，６７７ △２３．１ ５８，３９６ １４．３ １００，７８８ ８．４ ５０，６５３ １０．３
１０月 ３０，６５５ ２．１ ５７，２２５ ７．８ ９０，６３０ ２．６ ４９，０９９ ８．９
１１月 ２４，２７１ △１３．２ ５４，３９８ ９．１ ９０，３６８ １１．９ ５２，８２２ １４．３
１２月 ３５，１７３ ３０．６ ６１，１２０ １２．９ １１３，５００ １７．９ ５３，９２４ １０．７

２３年 １月 ２６，９７６ ２１．５ ４９，７０３ １．４ １１５，４３１ ２１．７ ５４，４９７ １２．２
２月 ２５，９３８ △２２．０ ５５，８９０ ９．０ １２２，２３０ ３２．５ ４９，３８７ １０．０
３月 ３３，３４１ １３．７ ５８，６１２ △２．３ １２３，２１７ ２７．２ ５６，７４９ １２．０
４月 ３２，５０８ １１．１ ５１，５６６ △１２．４ １３３，６４０ １９．７ ５６，２４３ ９．０
５月 ３６，３０２ ５２．０ ４７，６００ △１０．３ １３８，９４５ ５９．４ ５６，１７３ １２．４
６月 ２３，７０６ △１８．３ ５７，７５６ △１．６ r １００，２３９ ３．２ ５７，０８２ ９．８
７月 r ３０，４００ △７．７ ５７，８１０ △３．４ r １２０，３０６ ２２．３ r ５７，１３２ ９．９
８月 p ３１，６９４ ４３．１ ５３，５６６ ２．８ p１３３，１２４ ７１．４ p ６１，３３８ １９．２

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
１９年度 １２７，３４２ １．５ ５，５０２，１３７ ２．７ ８８，９６６ ０．８ ４，０４８，８９４ １．４
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６

２２年４～６月 １３４，９１１ １．８ ５，７９９，５８０ ２．０ ９０，２２５ ０．３ ４，０９４，４２９ △１．６
７～９月 １３４，１４５ ２．１ ５，７７５，２２９ ２．４ ９１，６０１ ０．５ ４，１０４，３５２ △１．５
１０～１２月 １３６，０２２ １．６ ５，７６７，０７８ １．７ ９２，１６５ △０．１ ４，０９３，０６６ △１．８

２３年１～３月 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
４～６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３

２２年 ８月 １３３，９５７ ２．１ ５，７４０，８６８ ２．３ ９０，４２４ ０．３ ４，０６７，４７１ △１．７
９月 １３４，１４５ ２．１ ５，７７５，２２９ ２．４ ９１，６０１ ０．５ ４，１０４，３５２ △１．５
１０月 １３３，７４１ １．４ ５，７３０，２４５ ２．４ ９１，４５８ ０．２ ４，０６７，７０６ △１．９
１１月 １３４，５５１ １．９ ５，７５８，６３５ １．９ ９１，１２３ △０．２ ４，０６０，２７２ △１．８
１２月 １３６，０２２ １．６ ５，７６７，０７８ １．７ ９２，１６５ △０．１ ４，０９３，０６６ △１．８

２３年 １月 １３３，９９３ １．２ ５，７６２，０２１ １．８ ９１，５６５ △０．５ ４，０６４，８５７ △１．８
２月 １３４，３７５ ０．９ ５，８０６，２０８ ２．２ ９１，７０１ △０．３ ４，０６４，４６７ △１．８
３月 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
４月 １３７，８２０ ２．４ ５，９５２，４４４ ３．０ ９２，９３６ ０．５ ４，０９５，７２８ △０．２
５月 １３６，６７７ １．６ ５，９５８，００８ ２．８ ９１，３０９ ０．０ ４，０７２，７４８ △０．４
６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７月 １３６，５７９ １．９ ５，８８９，９６８ ２．７ ９０，８３４ ０．４ ４，０８１，４３８ △０．１
８月 １３６，３６２ １．８ ５，８９７，３９４ ２．７ ９０，８３２ ０．５ ４，０６６，０１５ ０．０

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１１年１１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８４／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2011.10.20 10.03.39  Page 24
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成23年7～9月期実績、平成23年10～12月期見通し） 

●｢もしドラ｣的マネジメント考～マーケティングとイノベーション 
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企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 
古紙配合率100％紙を使用しています。 

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１８４／表紙／北洋銀行　ＤＩＣ２２１  2011.10.18 18.48.44  Page 1 


	001.p1
	001.p2
	001.p3
	004.p1
	004.p2
	004.p3
	004.p4
	004.p5
	004.p6
	004.p7
	004.p8
	012.p1
	012.p2
	012.p3
	012.p4
	016.p1
	016.p2
	016.p3
	016.p4
	016.p5
	021.p1
	021.p2
	021.p3
	021.p4
	HYO2.p1
	hyoshi.p1

